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公募型競争入札方式に係る手続開始の公示【電子入札対象案件】 

（総合評価方式による契約方式） 

（建築のためのサービスその他の技術的サービス（建築工事を除く）） 

次のとおり指名競争入札参加者の選定の手続を開始します。 

 

令和６年１月５日 

 

独立行政法人都市再生機構 東日本賃貸住宅本部 

本部長  倉上 卓也 

 東京都新宿区西新宿６－５－１ 新宿アイランドタワー                       

              

◎調達機関番号599 ◎所在地番号13 

１ 業務概要 

(1) 品目分類番号 42 

(2) 業 務 名     令和６・７・８年度一団地認定基準等適合性調査・設計業務（東日本エリア） 

(3) 業務内容  

本業務は、一団地認定基準等適合性調査・設計業務（東日本エリア）である。 

主な業務内容は以下の通り。 

① 一団地認定基準等適合性調査 

② 建築物現況調査 

③ 建築基準関係規定適合性調査 

④ 総合設計許可要綱等適合性調査 

⑤ 建築基準法及び関係法令申請 

 (4) 履行期限 契約締結の翌日から令和９年３月31日まで 

  ただし、一次指定工期 令和６年９月30日まで 

二次指定工期 令和７年３月10日まで 

三次指定工期 令和７年９月30日まで 

四次指定工期 令和８年３月10日まで 

五次指定工期 令和８年９月30日まで 

 (5) 本件は、参加表明書（以下「表明書」という。）及び参加表明資料（以下「資料」という。）

を受け付け、価格と価格以外の要素を総合的に評価して落札者を決定する総合評価方式の業

務である。 

 (6) 本件においては、表明書の提出（ただし、資料は内容を説明できる者が持参、又は提出期間

内必着とする書留郵便等の配達記録が残るものにより郵送とすること。（電送によるものは

受け付けない。）。）及び入札等を電子入札システムにより行う。なお、電子入札システム

により難いものは、発注者の承諾を得て紙入札方式に代えることができる。 

 

２ 指名されるために必要な要件 

次に掲げる資格を満たしている単体企業又は設計共同体であること。 

(1) 独立行政法人都市再生機構会計実施細則（平成16年独立行政法人都市再生機構達第95号）

第331条及び第332条の規定に該当する者でないこと。 

(2) 当機構東日本地区における令和５・６年度測量・土質調査・建設コンサルタント等業務に係

る一般競争参加資格を有している者で業種区分「建築・設計」に係る競争参加資格の認定を受

けていること。 

(3) 表明書及び資料の提出期限の日から開札の時までの期間に、当機構から本件業務の履行場

所を含む区域を措置対象区域とする指名停止を受けていないこと。 

(4) 次の①又は②に掲げる条件を満たすものとする。 

① 単体企業申込み 

平成 25 年度以降に受注し完了した、業務Ａ又は業務Ｂの実績（元請に限る。）を有すること。

ただし設計共同体での業績は、出資比率が 50％以上のものに限る。 
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   ・業務Ａ：団地再生事業化検討業務等（団地（建築基準法第86条第１項から第４項又は建築

基準法第86条の２第１項から第３項（以下「一団地認定」という。）による共同住

宅団地）において新築、増築を行う事業で、基本計画検討業務又は基本設計業務若

しくは一団地認定を取得するための申請業務及び建物設計業務をいう。） 

   ・業務Ｂ：事業化検討業務等（敷地に複数の建築物を新築、増築を行う事業で、基本計画検

討業務又は基本設計業務若しくは申請業務及び建物設計業務をいう。） 

② 設計共同体申込みの場合は、次のイからロに掲げる条件を満たすこと。 

イ 設計共同体の代表者は、上記①の実績を有すること。 

ロ 競争参加者の資格に関する公示に示すところにより東日本賃貸住宅本部長から本業務に係

る設計共同体として競争参加資格の認定を受けているものであること。 

（5) 次に掲げる基準を満たす技術者等を当該業務に配置できる単体企業又は設計共同体であ

ること。 

① 予定管理技術者の要件 

一級建築士の取得後５年以上の実務経験のある者で、平成25年以降に完了した上記(3)に

示す業務に従事したことが１件以上ある者。 

② 予定主任技術者の要件 

一級建築士の取得者で、平成25年以降に完了した上記(3)に示す業務に従事したことが１

件以上ある者。 

  ③ 予定担当技術者の要件 

イ 建築設計の職種は、一級建築士を必要資格とする。 

ロ 建築積算の職種は、一級建築士又は建築積算士を必要資格とする。 

ハ 適合性・現況調査の職種は、一級建築士又は建築基準適合判定資格者を必要資格とする。 

  ④ 予定管理技術者、予定主任技術者の再委託は認めない。 

  ⑤ 予定管理技術者は予定主任技術者を兼任できない。 

  ⑥ 表明書及び資料に記載された予定管理技術者、予定主任技術者については変更を認めない。

ただし、変更の理由及び変更について、当機構が認めた場合はこの限りでない。 

  ⑦ 予定管理技術者及び予定主任技術者の雇用関係 

配置予定管理技術者及び予定主任技術者は、表明書及び資料の提出期限日時点において当該業

者と恒常的な雇用関係があること。なお、雇用関係がないことが判明した場合は、虚偽の記載と

して取り扱う。 

(6) 暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者でないこと。（詳細

は、「機構HP→入札・契約情報→入札心得、契約関係規定→入札関連様式・標準契約書→標準

契約書等について→暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する者又はこれに準ずる者」を

参照） 

(7) 本業務における一括した再委託は、認めない。一部再委託を実施する場合は、仕様書による

ものとする。 

 

３ 総合評価に関する事項 

(1) 総合評価の方法 

1)  技術提案書の内容に応じて下記の評価項目毎に評価を行い、技術評価点を与える。 

なお、技術評価点の最高点数は 60点とする。 

①  企業の経験及び能力 

②  予定管理技術者の経験及び能力 

③  実施方針 

④  評価テーマに関する技術提案 

技術評価点＝（技術評価点の最高点数＝60 点）×（技術点／技術点の満点） 

技術点＝（①に係る評価点）＋（②に係る評価点）+（技術提案評価点） 

技術提案評価点＝（③に係る評価点）＋（④に係る評価点） 

2) 価格評価点の評価方法は、以下のとおりとする。 

なお、価格点は 30 点とし、価格評価点の最高点数は 30 点とする。 

価格評価点＝価格点×（１－入札価格／予定価格） 
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3) 総合評価は、入札者の申し込みに係る上記①、②、③、④により得られた技術評価点と入

札者の入札価格から求められる価格評価点の合計値（評価値）をもって行う。 

(2) 落札者の決定方法 

入札参加者は「価格」と「企業の経験及び能力」、「予定管理技術者の経験及び能力」、「実施

方針」及び「評価テーマに関する技術提案」をもって入札を行い、入札価格が当機構であらか

じめ作成した予定価格の制限の範囲内である者のうち、上記(1)によって得られる数値（以下

「評価値」という。）の最も高い者を落札者とする。 

ただし、落札者となるべき者の入札価格によっては、その者により当該契約の内容に適合し

た履行がなされないおそれがあると認められるとき又はその者と契約を締結することが公正

な取引の秩序を乱すこととなるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、予定

価格の制限の範囲内で、発注者の求める最低限の要求要件を全て満たした他の者のうち、評価

値の最も高い者を落札者とすることがある。 

なお、評価値の最も高い者が２者以上あるときは、くじ引きにより落札者となるべき者を決

定する。 

 

４ 入札手続等 

（1）担当本部等 

〒163－1382  

東京都新宿区西新宿６－５－１ 新宿アイランドタワー19階 

独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部 

総務部調達管理課  

電話03－5323－2572  

（2）掲示文兼入札説明書の交付期間、場所及び方法 

交付期間：令和６年１月５日（金）から令和６年１月23日（火） 

交付場所：当機構ホームページからのダウンロードにより交付する 

（3）仕様書の交付期間、場所及び方法 

交付期間：令和６年１月５日（金）から令和６年１月23日（火） 午後５時まで 

交付場所：〒163－1382  

     東京都新宿区西新宿６－５－１ 新宿アイランドタワー16階 

     独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部 

     住宅経営部保全企画課  

     本公告の日から上記の場所にて交付する。 

（4）表明書及び資料の受領期限並びに提出場所及び方法 

  ① 表明書の提出方法、期間及び場所 

提出期間：令和６年１月９日（火）から令和６年１月23日（火） 午後４時まで  

提出方法：電子入札システムで提出すること。ただし、やむを得ない事由により、本部長の

承諾を得て紙入札による場合は、内容を説明できる者が上記（3）に持参するもの

とし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

提出場所：電子入札システムで提出する場合は４(1)と同じ。 

紙入札による場合は４(3)と同じ。 

② 資料の提出方法、期間及び場所 

 提出期間：上記４（4）①と同じ。 

 提出場所：上記４（3）と同じ。 

 提出方法：電子入札システムにおいて表明書を提出後、内容を説明できる者が持参、又は提

出期間内必着とする書留郵便等の配達記録が残るものにより郵送とすること。

（電送によるものは受け付けない。）なお、提出予定日の２営業日前までに、提出

場所にその日時について連絡するものとする。（電子入札システムによる場合も

持参又は郵送するものとする） 

（5）入札及び開札の日時及び場所並びに入札書の提出方法 

 ①  入札の日時及び入札書の提出方法 
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入札日時：令和６年３月４日(月）午前10時から正午まで（予定） 

提出方法：電子入札システムにより提出すること。 

ただし、本部長の承諾を得た場合は、上記４(1)に持参、又は提出期間内必着

とする書留郵便等の配達記録が残るものにより郵送とすること。（電送による 

ものは受け付けない。） 

② 開札の日時及び場所 

開札日時：令和６年３月５日(火）午前10時00分（予定） 

開札場所：東京都新宿区西新宿６‐５‐１ 

 新宿アイランドタワー19階 

独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部 入札室 

（6） 入札執行回数は、原則として２回を限度とする。 

 

５ その他 

（1）手続において使用する言語及び通貨は日本語及び日本国通貨に限る。 

（2）入札保証金及び契約保証金 

① 入札保証金 免除 

② 契約保証金納付。ただし、金融機関又は保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に

代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契

約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

（3）入札の無効 本公示に示した指名されるために必要な要件を満たさない者のした入札、表明

書及び資料に虚偽の記載をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効と

する。 

（4）落札者の決定方法 

上記３（2）による。 

（5）一般競争参加資格の認定を受けていない者の参加 

    上記２（2）に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も上記４（4）により表明

書及び資料を提出することができるが、競争に参加するためには、本件の競争参加資格の確

認を受け、かつ、開札の時までに当該資格の認定を受けなればならない。 

この場合、下記のとおり事前に一般競争参加資格の申請を行うこと。 

（一般競争参加資格の申請） 

① 提出期間：令和６年１月９日（火）から令和６年１月16日（火）までの土曜日、日曜日及び   

祝日を除く毎日午前10時から午後４時（ただし、正午から午後１時の間は除く。）

まで 

② 申請方法：当機構HPを参照  https://www.ur-net.go.jp/order/info.html 

③ 問い合わせ先：上記４（1）と同じ。 

なお、期限までに表明書及び資料を提出しない者並びに競争参加資格がないと認められ

た者は、本競争に参加することができない。 

（6）次のいずれにも該当する契約先は、当該独立行政法人から当該法人への再就職の状況、当該法

人との間の取引等の状況について情報を公開することとなったので、詳細は入札説明書を参

照すること。 

   ① 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めていること 

   ② 当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は課長相当職  

    以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等として再就職しているこ 

    と 

（7）手続における交渉の有無 無 

（8）契約書作成の要否 要 

（9）関連情報を入手するための照会窓口 上記４(1)に同じ 

（10）詳細は入札説明書による。 
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６ Summary 

(1) Official in charge of disbursement of the procuring entity：Takuya Kurakami ,Director 

General of  East Japan Rental Housing Office / Urban Renaissance Agency 

(2) Classification of the services to be procured：42 

(3) Subject matter of the contract：Conformity survey of standards for certification 

of housing complexes,etc.（in Tokyo area.Focus complexes.）.   

(4) Time-limit for the submission of application forms and relevant documents for the 

qualification：4：00P.M. 23 January 2024 

(5) Time limit for tenders submitted by E-bidding: 10：00AM to noon,４ March 2024 

(6) Contact point for tender documentation：General Affairs Department, East Japan 

Rental Housing Office, Urban Renaissance Agency,19th floor,Shinjyuku Island Tower 

Building,6-5-1, Nishishinjyuku, Shinjyuku-ku, Tokyo 163-1382 TEL 03-5323-2572 

以 上 


